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はじめに 

 

平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災においては、地震やそれに伴う大津波、

市街地火災など、複数の災害が複合的かつ同時に発生しました。 

これに伴い、岩手県、宮城県、福島県をはじめとする津波による被害を受けた地域の

特に沿岸部の消防本部では、消防庁舎や消防車両が被災するとともに、消防職員も死傷

するなど、極めて大きな影響を受けました。このため、これらの消防本部では、火災や

水災害を中心とした従前の計画では対応できないような状況の中、県内からの応援隊や

緊急消防援助隊が到着するまでの間、限られた消防力での対応を余儀なくされました。 

一方、東日本大震災の発生を受け、日本各地における地震想定が見直される中で、東

海地震、東南海・南海地震や首都直下地震等の大規模地震発生の切迫性への関心が一層

高まっており、東日本大震災を踏まえた消防活動の検証と効果的な対応策の検討が求め

られています。 

このような状況を踏まえ、本検討会においては、東日本大震災での被災地消防本部に

おける災害初期の活動や対応策の調査結果を踏まえ、今後の大規模災害発生時の効果的

な初動活動のあり方について、消防本部が具体的に取るべき方策等について検討を行い

ました。 

また、その過程においては、津波により多くの消防職員が犠牲となった現実を踏まえ、

津波発生時の安全管理について特に重点的な検討が行われました。その結果、消防活動

による直接的な防除が困難な津波災害に対しては、危険な状況となる前、すなわち津波

が到達する前に、消防職員もいかに退避するかが安全管理の基本であり、このことがひ

いては消防力の維持及び消防活動の継続を可能にするという考えに立って、今後の津波

等への対応時における安全管理を含む消防活動方針をまとめました。 

本内容が、今後、各消防本部において、部隊や地域の実情を踏まえた初動活動の体制

を整えるための検討の一助となれば幸いです。 

最後に、ご協力いただいた本検討会のメンバー及びオブザーバーの皆様方に対し、心

からお礼を申し上げます。 

 

大規模災害発生時における消防本部の 

効果的な初動活動のあり方検討会 

座 長  関 澤  愛  
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第１章 検討会の目的等 
第１節 目 的 
東日本大震災においては、災害が複合的かつ同時多発的に発生し、被災地におけ 

る各消防本部では、発災直後から県内外からの応援隊や緊急消防援助隊が到着するまで

の間、限られた消防力での対応を求められた上、消防活動は職員、消防庁舎及び消防車

両等に多大な被害を受けた状況下で行われた。 

 ※消防職員の死者・行方不明者２７人、うち消防活動中２６人（参集途上１人含む。） 

これらのことを踏まえ、災害初期における対応策を中心に、大規模災害発生時におけ

る消防本部の効果的な活動のあり方や職員の安全対策を含め、消防本部が具体的にとる

べき方策や留意事項について示し、今後発生することが想定される大規模な地震や津波

災害に対し、消防本部の活動や、事前に策定される活動計画に反映されることを目的と

して、検討を行ったものである。 

 
第２節 検討会の方針 

  大規模災害への対応は、被害が甚大かつ広範囲にわたることが想定されることから、

発災からの消防活動は長期化する場合が多く、東日本大震災においても被災地の消防本

部の活動は長期に及んでいる。しかし、本検討会にあっては、発災後の被害の拡大を防

ぐために最も重要である初動期の活動にポイントを絞り検討するため、その検討範囲を

「発災から他県等の応援隊が到着するまでの間」とし、被害が大きかった被災３県（岩

手県、宮城県及び福島県）の消防本部（以下「被災地消防本部」という。）に対する調査

結果やヒアリング調査をもとに、検討するものとする。 

 

 

 

 

 
 

本部数 職員数 団員数

単独 1

組合等 4

単独 3

組合等 4

単独 3

組合等 4

単独 2

組合等 3

単独 1

組合等 2

単独 1

組合等 8

沿岸部 15 単独 11 43

内陸部 21 組合等 25 98

沿岸部 5

内陸部 7

12

22

福島県

3

9

沿岸部

内陸部

沿岸部 7 21

27

12

49

10

59

23,420

21,681

35,340

1,999

3,014 48

34

5

消防機関の状況

合計 36 7,444 80,441141

2,431

岩手県

宮城県

12

12

県
消防団数

内陸部

管轄 設置方式

表１ 被災３県における消防機関の状況 

※設置方式
 単独・・・・単独の市町村で消防事務を処理 
 組合等・・・複数市町村が一部事務組合等（一部事務組合、広域連合）により消防事務を処理 
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第２章 災害対応体制及び情報管理体制の確立 

第１節 災害対応体制の確立 
 大規模な地震が発生した際、消防本部が災害対応するためには、その人員、施設、車

両、装備、資機材及び水利等の消防力を早期に確保し、災害対応体制を確立することが

重要となる。 

 東日本大震災では、地震による災害対応体制を確立する中、想定をはるかに超える津

波の発生により、職員の被災をはじめ、庁舎、車両等が壊滅的な被害を受けた消防本部

もあり、その消防力に大きな影響を受けながら災害対応にあたらなければならなかった。 

 
１ 東日本大震災における被災地消防本部の状況 

各消防本部では、地震発生とともにあらかじめ計画された初動措置（※）を実施

し、災害対応体制の早期確立に努めたが、地震及びその後に発生した津波により次

のような状況が生じるなど、災害対応体制の確立に大きな影響が生じた。 

・地震による庁舎、車両の被害については、一部の消防本部を除いて大きな被害は

発生していないが、沿岸部の消防本部では津波により、庁舎の全半壊、車両、資

材等の流出といった大きな被害が発生した。 

・通信施設にあっては、地震によるアンテナの損壊をはじめ、津波により指令台や

非常電源等に被害が生じたことから、情報収集等に影響が生じた。 

・部隊増強等に必要な人員の確保にあっては、非常参集途上で、職員が津波により

被災したことをはじめ、道路の寸断、津波による浸水等により、参集に時間を要

した消防本部があった。また、通信が途絶したことにより、参集職員の安否確認

に時間を要した消防本部もあった。 

 
    
 
 

（１）庁舎等の被災時における事前計画 
被災地消防本部における庁舎等の被災時を想定した事前計画について見ると、

計画していた消防本部は約２２％（８本部）にとどまり、多くの消防本部では庁

舎の被災を想定した対応について事前に計画していない状況であった。（図１参照） 

  

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

（２）庁舎等の被害状況 
ア 庁舎の被害（全壊、半壊）状況 

地震、津波により半壊以上の被害を受けた庁舎は２７施設（１２消防本部）

【事前計画に記載されている主な内容】 
 被害状況に応じた応急復旧の可否判断 
 軽易な被害に対する応急措置 
 二次災害防止の措置 
 災害対応に係る箇所への応急措置の優先 
 庁舎被害が大きい場合の措置 
・被害が少なかった署所への移動 
・庁舎が損壊し、使用できない場合の代替場所 
の指定 

・署所の直近空地等の選定 
・空地におけるテント等による応急的拠点の設 
置、その他庁舎の借上げ対応 など 

※初動措置（発災直後に消防本部で実施される主な措置） 

 自己・来庁者の身体保護、出火防止、庁舎・設備等の確認、車両の確認・移動、 

 装備・資機材等の点検、無線等通信機器の確認、職員の非常招集など 

計画有

8

計画なし

28
（単位:消防本部数）

n=36

図１ 事前計画の策定状況 
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【被災後に拠点を移動した陸前高田市消防本部の仮設庁舎】

（陸前高田市消防本部提供） 

あった。そのうち津波による被害を受けた庁舎は、２５施設（１０消防本部）

となっており、庁舎被害の約９３％が沿岸部に集中している。（図２参照） 

また、庁舎に大きな被害は発生しなかったものの液状化による段差や、車庫

前の亀裂等により、車両の出庫等に支障が生じた消防本部があった。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
イ 車両、通信施設の被害状況 
・車両の被害状況を見ると、地震による直接

的な被害は、内陸部、沿岸部の消防本部共

に軽微な損傷であったが、沿岸部を管轄す

る消防本部のうち１０消防本部において

津波により６４車両が全損した。 

・通信施設の被害状況では、地震により停電

や、庁舎等に設置されたアンテナ及びアン

テナ塔の損壊が生じた。また、沿岸部の１

２消防本部では、津波により消防無線の基

地局や指令台、通報受信システムなどの流出をはじめ、非常電源などの施設

にも浸水被害を受けたことから通信機器の電源供給にも影響が生じた。 

 
  （３）庁舎等の被害に対する対応状況 

ア 消防庁舎 
消防庁舎に大きな被害が発生し、消

防機能の維持が困難となった消防本

部や署所は、庁舎被害が少なかった署

所への拠点の移動や、公共施設（役場、

支所、市民センター、公民館等）を代

替場所として対応した。   

また、一時的な対応としては、情報

収集、救護活動と並行して避難所を一

時的な拠点として活動を継続したも

のや、車庫内への仮設事務所の設置、

支援車を代替施設として活用するな

どにより災害対応の継続を行ってい

る。 

【津波被害を受けた消防署の状況】 
（釜石大槌地区行政事務組合消防本部提供） 

 
 

【津波により被災した消防車両】 
（宮古地区広域行政組合消防本部提供）

図２ 署所等の施設被害の状況 
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イ 消防車両 
     非常用消防自動車や非常用救急車を保有している消防本部では、被災車両の 

代替として運用したほか、消防団車両を借用した消防本部もあった。 

 

ウ 通信施設 
 津波により無線の基地局や移動局が流出した消防本部では、被災しなかった

署所を基地局としたり、携帯局等による代替対応や、代替アンテナ等の活用に

より、通信状態の維持を図った。また、電源等に被害が生じた署所では、予備

電源、簡易発電機等を使用して電源の確保を行った。 

 
（４）非常招集 

ア 非常招集の主な体制 
    ・被災地消防本部の非常招集体制は、震度に応じた自動的な招集又は呼び出し

による招集となっており、そのうち約５４％（２０消防本部）が震度５弱で

自動招集としている。 

    ・職員の参集場所は、居住地から直近の署所や、勤務場所である署所など消防

本部により異なっている。 

    ・非常招集に必要な装備については、ヘルメット、手袋等を貸与している消防

本部や、参集先署所に個人用装備の予備を配備している消防本部がある。 

イ 非常招集の状況 
・内陸部と沿岸部の消防本部で非常招集の状況は大きく異なり、内陸部では比

較的計画どおりに実施されたものの、沿岸部にあっては、参集経路が津波に

よる浸水で通行できない状態が発生したことや、参集経路にある信号機の停

止、道路陥没による交通渋滞の発生、更には参集途上での津波襲来などによ

り、職員の参集に時間を要した消防本部があった。 

・また、通信が途絶したことにより、職員への連絡が出来なかったため安否確 

認に時間を要した消防本部もあった。 

・招集場所を居住地直近の署所としていた消防本部では、個人装備の不足や、

招集人員の偏りが生じ、部隊編成に影響した消防本部もあった。 
ウ 招集完了時間 
  地震発生後からの非常招集については、約３９％（１４消防本部）が３時間 

未満で招集を完了しており、被災地消防本部全体の平均時間は７時間４０分で 

あるが、沿岸部を管轄する消防本部（回答があった１２消防本部）では平均１

４時間２８分であった。（図３参照） 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図３ 職員の招集完了時間 
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２ 災害対応体制を確立するうえで留意すべき事項 
（１） 庁舎等の被災を想定した事前計画の策定 
   大規模な地震や津波が発生した場合には、同時多発的かつ複合的に災害が発生 

することが想定されるため、消防本部としては、その消防力を最大限発揮して、 

住民の生命及び財産を守り、被害を最小限に留める必要がある。そのためには、

発災とともに災害対応体制を確立することが必要となり、人員、施設、車両、装

備、資機材及び水利等の消防力について早期に確保し、災害対応体制を確立する

ことが重要となる。しかしながら、東日本大震災では災害活動拠点となる消防署

所や消防車両等に大きな被害が発生したことから、消防機能が維持できない場合

を含めた被災を想定した対応方法を事前に計画しておくことが必要である。 

 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 職員の安全管理を含めた非常招集計画の策定 

大規模災害発生時における職員の参集については、消防力の早期確保による災 

害対応体制の確立や、参集途上における情報の収集に効果があるが、東日本大震 

災では参集途上において職員が被災したことを受け、安全管理にも十分配慮した 

計画の策定が必要である。 

 

 

 

 

 

【事前に計画しておくべき事項（例）】 

 ○ 消防署所に大きな被害が生じ、その機能を維持できない場合、消防署所の位置

から早期に移動できる場所において消防機能を維持できる規模、機能を備えた施

設等を代替場所として指定しておくこと。 

 ○ 代替場所への移動が困難な場合には、消防本部近くの空地等におけるエアーテ

ント等の活用についても配慮すること。 

 ○ 消防本部が代替場所へ移動する際には、出動部隊との情報連絡の継続を図るた

め、本部機能を維持しながら移動する方法を確立しておくこと。 

 ○ 津波による浸水想定区域内にある署所においては、浸水を想定し、重要な機器、

資機材や予備電源等を上階へ配置しておくこと。 

 ○ 停電が発生した場合における非常電源や予備バッテリーの確保とともに、消防 

活動が長期継続することを想定し、電源設備に応じた電源用燃料の一定期間分の 

確保や、その後の確保策を確立しておくこと。 

 ○ 庁舎等の損傷が生じた場合には、部隊運用へ影響がある場合や二次災害の危険

がある場合を優先とした応急復旧等を優先すること。 

 ○ 消防署所の設置場所に関しては、安全性を点検するとともに、市町村の地域防 

災計画やハザードマップ等をもとに、大規模災害の発生を想定した設置場所に留

意するとともに、庁舎の耐震化や耐浪化を促進していくこと。 

 ○ 地震による液状化が発生し、車庫前に段差が生じた場合、消防車両の出庫に影 

響を及ぼすことから、段差を解消するために土のう等を活用した応急的な対応策 

を確立しておくこと。  など 
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（３）その他 
大規模災害発生時に災害対応拠点となる消防署所を地域の避難所と共有する場

合にあっては、災害出動の円滑化を図るために、避難場所との区切りや避難住民

の行動ルール等について地域と十分な検討を行っておく必要がある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

【事前に計画しておくべき事項（例）】    
○ 沿岸部を管轄する消防本部は、津波の浸水想定区域内に署所がある場合、津波

到達時間の想定等に基づき、地震、津波時における職員の招集場所を安全な場所

に指定するなど、職員の安全管理を図ること。 
○ 地震、津波時の非常招集時における職員の参集ルートについては、津波の浸水

想定区域を避けるとともに、参集ルートの寸断等を考慮した複数ルートの計画、

また、参集途上における津波の遭遇を想定した退避場所等の事前把握を行うなど、

安全管理の徹底を図ること。 
○ 発災後に通信途絶が発生した場合、職員が参集途上で収集した情報が有効であ

ったことから、参集時の情報収集や伝達方法等について整備しとくこと。  
○ 参集職員が一定の署所に偏り、部隊編成に影響があったことや、個人装備が不

足したことを受け、非常招集時における署所ごとの参集者数、個人装備等の配備

について事前に定めておくこと。  など 
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第２節 情報管理体制の確立 
発災直後から、災害通報をはじめ様々な情報が消防本部に入ってくることから、早期 

に情報を集約・分析し、災害活動につなげていくことが重要である。また、災害の発生

状況等から保有する消防力での対応の可否判断を行うためにも初動期における情報管理

が重要となる。更に、通信手段が途絶した場合には、あらゆる代替手段を活用して情報

を収集・伝達し、対処していくとともに、時間経過に応じて変化する情報を、その重要

性、優先度、信頼性等を踏まえて的確に処理していくことが求められる。 

 
 １ 災害発生時における情報管理 
   情報収集は、１１９番通報による災害の受信をはじめ、高所カメラ、高所見張り

員、参集職員、消防団等の関係機関、マスコミ及びヘリコプターからの情報など、

偏ることなく複数の手段により、災害対応に必要なあらゆる情報を収集する必要が

ある。また、収集した情報を効果的に活用していくには、情報の集約・分析が重要

となる。情報の緊急性や重要性をいち早く分析しなければ、必要な時期に必要な情

報を活用することができず、時期を失すれば災害活動に大きな影響を及ぼすことに

もなりかねない。更には、時間経過に基づく情報の追跡、信頼性の確認等も必要と

なることから情報の収集とともに、その集約・分析及び情報伝達ルート等を含めた

総合的な情報管理体制を確立しておく必要がある。 

 
２ 発災から応援要請までの災害対応と情報   

発災直後からの災害対応体制の確立期から応援要請期に至るまでの消防本部の活

動と必要な情報を例示すると図４のとおりである。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
  図４ 発災から応援要請までの災害対応と情報（例） 
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通信途絶

本部 9

通信途絶

なし 27 ｎ＝３６ 単位：消防本部数

３ 災害通報の受信状況等 
   災害を覚知する方法としては、１１９

番通報が最も有効な手段であるが、東日

本大震災の被災地消防本部では約２

５％（９消防本部）において１１９番通

報が途絶する状況が発生している。これ

は、地震や津波による通信事業者の中継

局の被災によって広範囲において電話

（携帯含む。）が使用できなくなったこ

とをはじめ、消防本部の指令台や指令セ

ンターの被災、また、非常電源の被災に

よって電源供給が停止したことによる

ものである。（図５参照） 

なお、一部では通信事業者のバックアップ回線（折り返し回線）を利用した通信

ができたことから、１１９番通報受信が可能となった消防本部もあった。 

一方で、１１９番通報が途絶しなかった地域では、発災直後から１１９番通報が

集中し、平常時を大きく上回る件数の災害受信を余儀なくされた。 

 
 
 
 
 
  【１１９番通報に代わる災害覚知の方法例】 
   １１９番通報の途絶等が発生した消防本部では、次のような方法により災害を覚

知した。 

・消防隊等の出動時や巡回による情報収集 

・職員の参集途上での情報収集 

・署所への駆けつけ（本部によっては、１１９番通報が途絶したことから、消防

署、消防団により巡回を行い、署所への駆けつけ通報を呼び掛けた。） 

・町役場、警察等の関係機関への駆けつけ 

・消防団や関係機関からの情報提供 

・高所見張り員の配置による情報収集 

・避難所からの情報     など 

 
 ４ 消防本部における通信手段の活用状況 
   被災市消防本部では、以下のような事例があった。 

   
 
 
 
 
 
 
 

（１）消防救急無線 

一部で混信や輻輳があったが、最も有効な通信手段として活用されてい

た。留意点としては、無線の統制や通信不感地帯における、通信を中継する

職員の配置、携帯無線のバッテリー切れへの対処が必要である。 

また、消防団無線と周波数を共用している場合や、同一周波数における複

数の現場対応時の場合、無線統制等にも留意が必要である。 

（２）消防団無線 

消防団無線を整備していた地域では、各分団からの情報収集だけでなく、

避難所との情報伝達や災害通報の手段として有効活用された。 

（１１９番通報の集中例） 

仙台市消防局では発災当日からの１週間で７，１４６件の１１９番通報を受信しており、これは

前年平均の約１０倍であり、ピーク時の３月１２日には１，５５６件（５５秒に１件）に至った。 

図５ 被災３県における１１９番途絶の発生状況 
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５ 災害状況の把握について 
被災地消防本部において管内の災害状況を３時間未満で把握できた消防本部は約

３０％（１１消防本部）あり、３時間以上要した消防本部は約６７％（２４消防本

部）であった。 

内陸部では、管内全域における災害状況の把握を数時間で完了した消防本部もあ

ったが、その一方で、沿岸部ではがれきや浸水のため消防隊が立ち入れない地域も

あり、状況確認が困難であったことから時間を要しており、約８０％（１２消防本

部）が１２時間以上の時間を要した結果となっている。また、通信機器の損傷や通

信の途絶から情報伝達に支障が発生し、状況把握に時間を要した本部もある。（図６

参照） 

  

（３）防災行政無線 

防災行政無線を設置していた消防本部では、行政機関との連絡や、避難所

との連絡に有効活用された。 

（４）テレビ・ラジオ 

災害情報等を継続的に収集するために多くの消防本部で活用されており、

カーナビゲーションや携帯電話端末などによる受信も可能であったため、庁

舎被害を受けた消防本部でも活用された。 

（５）携帯電話等 

ほとんどの地域で使用できなくなり、メールによる通信が一部地域で可能

であったが、持続した通信が得られなかった。その一方でＰＨＳが有効に活

用できた消防本部もあった。 

（６）衛星回線、衛星携帯電話 

衛星回線を利用した行政通信システムが関係機関との連絡等に有効であ

った。衛星携帯電話は、一次的に発信に障害が発生した消防本部もあったが、

活用可能であった。 

（７）ヘリコプター 

リアルタイムに映像や情報が伝えられ有効であった。 

（８）その他活用された通信手段等 

・高所見張り 

   事前計画に基づき高所見張りが７消防本部で行われたが、余震のため事前

計画どおり実施できなかった消防本部もあった。 

・トランシーバー 

   活動現場における部隊間の情報伝達や退避指示等に有効活用された。 

0
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12

～2時間 ～3時間 ～5時間 ～12時間 12時間以上

1 1 1

12

4
5
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4
5

沿岸 内陸

（回答なし1本部）

図６ 地震発生後の管内の災害状況把握に要した時間 （単位：消防本部数）

n=35
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  ６ 情報管理体制を確立するうえで留意すべき事項 
    消防本部においては、発災とともに早期に必要な情報を収集、集約、分析し、災

害活動につなげていく必要がある。特に、発災からの初動期には多くの情報が錯綜

することが考えられるため、収集した情報を集約し、災害に関する情報や道路の状

況、ライフラインの状況といった情報の種別に応じて処理、分析することで災害対

応へ的確に活用するとともに、災害の発生状況等から保有する消防力による対応の

可否判断ができるよう情報管理を行うことが重要である。また、情報は、収集内容

と必要性が時間的推移によって異なってくるため、時期を失せずに対処することを

基本とし、時間が経過した場合には、内容等の再確認を行う必要がある。これら情

報の処理については、受信時間、処理時間、処理方法、記録者等を明記するなど、

重複した処理がないことにも留意する必要がある。 

    更に、情報は内部だけでの処理にとどまらず、市町村の災害対策本部や、消防団、

警察機関等との情報共有を図る必要から、人員派遣をはじめ、連絡体制を確立して

おく必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【具体的に取るべき方策（例）】 

○ 地震による揺れや津波による被害を受けて、情報伝達に支障が生じたことか

ら、一つの情報通信手段が使用できない場合に備えて、消防救急無線をはじめ、

衛星携帯電話、災害時優先電話等、多様な通信手段を確保する必要があるととも

に、通信設備の耐震化、無線の非常電源の容量確保、予備電源や予備バッテリー

等の確保、そして無線のデジタル化等の高度化等を推進する。 

○ 通信施設等が被災した場合は、仮設アンテナの設置や移動局の活用等を図り、

部隊運用に影響があるものの対応及び復旧を優先する。 

○ 非常電源等に必要な燃料を確保しておく。 

○ 保有する情報伝達手段が使用できなくなった場合に、関係機関、企業に情報伝

達等の協力を求めることや、マスコミ等を通じた伝達についても留意する。 

○ １１９番が途絶した場合に備えた災害の覚知方法については、高所見張り員の

配置や、消防隊等による巡回、署所への駆けつけへの対応等を事前に計画してお

くとともに、マスコミ等による住民への周知についても留意する。 

○ １１９番回線の途絶に備えた電気通信事業者によるう回回線の設置等につい

ても留意する。 

○ １１９番通報が集中した場合の対応体制を確立しておく。 

○ 情報の収集から活用までにおける情報管理体制を整備（処理担当者の指名、情

報内容に応じた分類、優先度の判断、処理手順、処理結果の報告等）しておく。

○ 発災からの時間経過に基づく情報等の選別（災害に関する情報、ライフライン

や道路状況といった災害支援に関する情報等）及び処理方法について確立してお

く。 

○ 発災の時間帯が夜間の場合、情報収集に時間を要することも考慮しておく。 

○ 市町村の災害対策本部をはじめ、関係機関等への人員派遣計画及び情報連絡体

制を確立しておく。   など 
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第３章 消防活動方針（安全管理を含む）と部隊運用方策 
第１節 消防活動方針 
大規模災害発生時には、災害が複合的かつ同時多発的に発生することが想定されるこ 

とから、消防本部として活動方針を定め、早期に有効な活動を実施することが重要とな 

る。また、災害が多発した場合、消防力を超えることも想定されるため、人命を優先と 

しながらも、特に地震後に二次的に発生する火災は被害を増幅させていくことから、火

災への対応を優先方針にしている消防本部が多い。 

     
 １ 消防本部における活動方針について 

地震が発生した場合、災害は複合的かつ同時多発的に、また広範囲において発生

することが想定されることから、消防本部の持つ消防力を最大限に発揮し、総合的

に対応する必要がある。そのためには、職員全員が災害対応に共通の認識を持つこ

とが基本となり、その対応分野の優先順位や安全管理などに関する活動方針により

部隊等の活動原則、活動要領等の周知徹底が必要とされる。 

このため、多くの消防本部において地震発生時における地域事情に応じた災害の

発生をあらかじめ想定し、その想定に応じた活動方針が定められており、災害の発

生状況や災害の規模、被害の予測結果等をもとに状況に応じた活動方針の運用を図

るとともに、状況の変化に応じてその方針変更が図られている。 

また、多くの災害への対処の必要性から、出動隊は単隊活動にならざるを得ず、

自己隊の責任で各災害現場に対処することや、被害を増幅させるのは地震後に二次

的に発生する火災であることから、人命を優先しながら消防本部としての活動で最

も優先すべき活動を「火災対応」として活動方針に取り入れている消防本部が多い。 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

消防本部の活動方針例 
＜火災対応の優先＞   
同時多発する災害状況下において、人的・社会的被害を最小限とするため、火

災の早期発見と一挙鎮圧に総力を挙げて消火活動に着手する。 
＜市街地火災消火の優先＞ 
大規模な火災により多数の消防隊を要する場合、市街地に面する部分及び市街

地への延焼阻止を優先した消火活動を行う。 
＜避難場所、避難道路確保の優先＞ 
延焼火災の多発、火災が拡大する場合等には、人命を優先し、避難誘導ととも

に避難場所や避難道路の確保を優先した活動を行う。 
＜重点防御地域の優先＞ 
危険物施設等の重要対象物をあらかじめ定め、災害の状況から総合的に判断し

て重点的に防御すべき地域へ部隊を投入する。 
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２ 消防本部の活動方針策定状況 

被災地消防本部において活動方針を事前に計画していた消防本部は約６７％（２４

消防本部）であり、そのうち約８８％（２１消防本部）が計画どおりの活動を実施で

きたとしている。計画通りに実施できなかった消防本部は、いずれも沿岸部を管轄す

る本部であり、その主な理由としては、津波による庁舎、車両の損壊、通信施設の損

傷による情報収集の障害があげられている。 

また、活動方針の事前策定がない消防本部の対応としては、市町村の災害対策本部

方針や、通常災害時の計画の準用による対応、その場の状況に応じて方針を決定する

といった対応が図られたが、「活動方針が職員に徹底できなかった。」「人員の役割分担

がうまくいかず、人員不足が生じた。」「情報の集約に時間を要した。」など、活動に苦

慮した本部があり、事前計画の必要性が改めて認識された。 

 
３ 災害に対する出動の選別について 

同時多発災害の発生など消防力を上回る災害が発生した場合、消防本部の限られた

消防力で対応していくには、受信するすべての災害に対応することは困難である。こ

のため、災害受信時や災害現場等における情報から消防隊等の出動の必要性や緊急性

をもとに「災害に対する出動の選別」を行うことが必要となる場合がある。 

東日本大震災の発生時、被災地消防本部において管轄内で同時多発災害が発生した

という消防本部は約６７％（２４消防本部）あった。消防本部において事前にこうい

った状況を踏まえて、出動の選別について計画を策定していた本部は約２５％（９消

防本部）と少なかった。しかし、同時多発する災害に対し、計画の有無に関わらず「災

害に対する出動の選別」について実施の必要性があったと回答した２１消防本部のう

ち、実施した消防本部は約７６％（１６消防本部）となっている。つまり、想定外の

状況が発生したことから、計画はないものの、その場の状況に応じて臨機に判断し、

対応したものである。その一方で、出動の選別の必要性はあったが実施することがで

きなかった消防本部もあり、その理由としては次のようなものが挙げられており、こ

れらのことからも「災害に対する出動の選別」について、事前の計画の必要性が認め

られるところである。 

・全ての隊が震災後一斉に活動しており、その後も転戦しながら活動したため、その

他の要請に対する出動は困難であった。 

・津波による浸水のため、要請現場への到着が困難な事案が多く、現場到着可能な現

場から活動を実施するしかなかった。 

・１１９番通報が殺到したことから選別する間がなかった。 

・１１９番通報の途絶、無線の混信により災害状況の把握が困難であったことから実

施できなかった。 

（参考例）神戸市消防局震災消防計画より抜粋 
２ 震災消防組織計画 

（１）地震災害における活動方針 

ア 火災対応優先の原則 

震災時においては、火災、救助、救急といった事案が同時に多発し、災害全般に対し消防力

が劣勢になることが懸念される。このような状況下で、人的･社会的被害を最小限に食い止め

るために必要な消防の任務は火災の早期発見と一挙鎮圧を最優先とし、初動時においては全組

織力を挙げて消火活動に着手することを活動の方針とする。 
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（１）出動の選別を実施した消防本部の判断 

    同時多発的に災害が発生したことから、出動の選別を実施した消防本部では、災

害の受信内容から、主に次の事項を判断要素として、部隊の出動について選別が実

施されており、その方法としては、災害を受信する指令センター員による判断、   

指令センター員を通常の倍に配置したペア活動による対応、受信状況を対策本部に

伝えて、対策本部が判断するといった方法がとられていた。 

 
    
     
 
 
 
（２）出動の選別を実施した具体的事例 

・火災の発生地点から延焼による人命の危険がないと判断した場合、他の優先順位

の高い災害への対応にあたった。 

・ＬＰガスの漏えい、石油ホームタンクの転倒等といった内容で、住民対応が可能

であれば、住民で実施してもらうよう依頼した。 

・救急要請に対しマイカーによる搬送が可能かを確認し、可能ならマイカーで行く

よう依頼した。 

・がれき等により現場に近づけない場所での救急要請に対しては、その旨を説明し、

付近住民による協力で対応してもらうよう依頼した。 

・消防隊が現場到着できる場所、現場が正確にわかる場所への出動を優先した。 

 

 （３）出動の選別の実施による効果と住民の反応 
消防本部では、出動の選別を実施したことから、緊急度の高い災害への対応がで

き、多くの要救助者、傷病者の救出ができたことや、限られた部隊数の中で出動体

制の維持ができ、多数の要救助者がいる現場に部隊を集中させることができたなど、

その効果は大きかったとの評価をしている。 

また、出動の選別を行うに際して、各消防本部は、通報者に対し、災害の多発状

況、災害規模の大きさ、広範囲に及ぶ被害の発生状況等の説明を行っており、ほと

んどの対応において住民から理解や同意を得られたとのことであった。 

 
４ 津波発生時の活動方針 

   沿岸部を管轄する消防本部において津波発生時の活動方針を事前に定めていた消防

本部は１５消防本部中、１０消防本部（約６７％）であり、その内容及び活動例とし

ては、主に次のとおりである。 

  

【判断要素】 
・人命優先     ・災害の緊急度   ・災害の規模 ・災害の発生地点 
・住民対応の可否  ・二次災害の危険性 ・災害の拡大危険 
・傷病者の傷病程度 ・時間経過時の危険度 
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・避難指示等の伝達要領 等 
  
  
 
 
 
 
  
 
   消防本部では、これらの活動計画をもとに、実際の津波警報等の発表時には、消防

本部から部隊等に津波警報等の情報を伝達するとともに、広報・避難誘導や車両の高

台への退避、海面監視活動の指示にあわせて、部隊の安全管理の徹底についても指示

しており、また、部隊から受信した津波発生状況等の情報については全隊への周知を

図っている。 

 
 ５ 他県等への応援要請の状況 

災害の発生状況、被害規模等から消防本部の保有する消防力において対応が困難な

場合、緊急消防援助隊や消防相互応援協定等による県内外の応援部隊に対し、広域的

な応援を要請する必要がある。 

 
被災地消防本部による他県等への応援要請の状況を見ると、応援要請を行った消防

本部は約３３％（１２消防本部）あり、そのほとんど（１１消防本部）が津波発生に

関わる沿岸部の消防本部であったが、発災後１時間以内に応援要請を判断した消防本

部は応援要請した消防本部の約３３％（４消防本部）となっている。（図７参照） 

また、応援要請に時間を要した主な理由としては、津波による被害の範囲が広範囲

であったことや、通信機器の損傷、人員の不足等から、全体の被害状況の把握に時間

を要したことや、消防本部自体が津波により被災したことによるものである。 

 

 

 

 

 

 

0 1 2 3 4

2 

2 

4 

3 
1 

内陸 沿岸 

ｎ=12 （単位；消防本部

数） 
 

図７ 応援要請を行った時期 

発災間もなく 

２時間以上 

２時間未満 

１時間未満 

 

【活動計画の内容例】 
・津波に関する知識 ・活動の方針   ・警戒活動の要領 ・海面監視の要領 
・潮位観測の要領  ・情報伝達の要領 ・広報活動の要領 
 
【津波警報発表時等において沿岸部の各消防本部が実施した活動例】 
・高台及び庁舎最上階における海面監視 ・水門閉鎖及び水門閉鎖の確認の実施 
・広報活動（防災行政無線による放送、消防車両等による広報活動、ヘリコプター 

による上空からの広報の実施）  
・避難誘導（消防車両等による避難誘導活動、災害時要援護者を考慮した避難支援）   

・消防車両の高台への移動  など 

（全国から緊急消防援助隊が応援を実施） 
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 ６ 活動方針の策定において留意すべき事項 
   活動方針は、消防本部が組織の総力をもって災害対応を行うための基本となるもの

であることから、地域の実情に応じて、災害の発生や被災状況等を想定したうえで事

前に定めておく必要がある。その運用にあたっては、発災と同時又は、災害状況に応

じて適切に運用することが重要であり、全ての職員がその内容を十分に把握して迅速

的確に行動することが、組織の効果的な活動につながるといえる。 

 

第２節 部隊等の安全管理 

東日本大震災では、沿岸部を管轄する消防本部の多くが事前計画や過去の経験をもと

に地震発生直後から津波への対応を実施したが、想定をはるかに超える津波の発生によ

り、多くの消防職員が被災する結果となった。（図８参照） 

津波の襲来が切迫する中、一度は退避したものの住民を避難させるために再び消防庁

舎に戻り被災した職員、一人でも多くの住民を避難させるために広報・避難誘導を行っ

ていた際に被災した職員、津波の浸水想定区域内で救急活動を実施していた際に被災し

た職員など、「住民の生命を守る」という消防使命を達成するため、懸命な消防活動を実

施している際に津波に流され被災したものである。このことから、主に津波発生時の安

全管理について検討を行った。 

 

 

 

 

 

 
【消防職員の被害状況】 
  被災者数２７人 
 （死者２３人、行方不明者４人） 
【被災時における活動等】 
 活動中 ２５人 
 参集途上１人、 その他１人 

【事前に計画しておくべき事項（例）】 

○ 地震発生時の被害を最小限とし、消防本部が効果的な活動を実施できるための

想定される災害に対する活動方針 

○ 大規模災害に対する対応及び情報管理等を総括し、消防力を効果的に活用する

ための対策本部の設置 

○ 同時多発災害が発生することを想定し、災害種別、発生状況及び被害状況等に

応じた出動の優先判断、並びに災害状況等に応じた部隊活動方策（活動の原則）

を含めた活動方針 

○ 消防力を上回る災害の発生を想定した「災害に対する出動の選別」を行う場合

の判断基準 

○ 災害受信の集中時における対応体制の確立 

○ 津波発生時における広報・避難誘導等の活動要領及び部隊等の安全を図るため

の活動要領 

○ 応援要請の判断要素・判断時期 

（応援要請をする場合、他県の被災状況や道路状況等によっては応援隊の到着が

遅れることが考えられるなど、応援隊の到着には一定の時間を要することを踏ま

えて、消防本部は早期に管内の災害発生状況を把握し、自己の消防力を考慮した

うえで、適切な時期に要請の判断を行う必要がある。） 

○ 応援隊が到着した場合の受援体制の確立    など 

図８ 活動中に被災した職員の活動別状況 

消防職員の被災状況等について 
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＜事例１＞指令業務中 

 非番で招集した職員２名が、消防署内２階の指令室において指令業務等を実施していたもの

で、指令室から屋上へ避難する途中に津波に巻き込まれたもの。 
 庁舎は２階建て（一部３階建て）であり、屋上へ避難した１０数名の職員は助かった。 
 庁舎内からは海面を視認することはできず、１０ｍの津波が一気に屋上まで到達した。 
 消防署は津波想定区域内であった。 
＜事例２＞広報活動中 

 水槽付ポンプ車１台に３名乗車し、津波に対する広報活動、避難誘導等を実施中に津波に巻き

込まれたもの。 
 その他については不明。 
＜事例３＞避難誘導中 

 消防署が津波避難ビルであることから、住民が避難してくる可能性があったため、職員５名が

車両を退避させた後に、再び住民の避難誘導のため庁舎に引き返したところに津波が襲来した

もの。 
 職員は庁舎内に避難したが、流されてきた漁船により庁舎が倒壊し、３名が津波に巻き込まれ

たもの。（２名は津波に流されたが助かった。） 
 消防署は浸水想定区域内であった。 
＜事例４＞避難誘導中 

 事前計画に基づき、市役所支所へ派遣された職員が支所内で活動中、津波に巻き込まれたもの。 
 庁舎の高さを超える津波が襲来した。 

＜事例１０＞非常招集による参集途上 

 自宅から勤務場所である消防署へ招集途上に津波に巻き込まれたもの。 

 自宅は防災行政無線設置場所の近くであった。 

＜事例９＞車両退避中 

 非番で招集した職員１名が、車両を消防署から高台へ退避させる途上で津波に巻き込まれたも

の。 

 車両には、車載無線が積載されていた。 

＜事例７＞関係機関内活動中 

 事前計画に基づき、町の対策本部へ派遣された職員が庁舎内で活動中、津波に巻き込まれたも

の。 
 町庁舎は浸水想定区域内であるが、計画上、津波想定に対応可能であった。 

＜事例６＞避難誘導中 

 消防署付近の県道において２名１組に分かれて住民の避難誘導を実施していた４名が津波に巻

き込まれたもの。 
 いずれも港湾方向に向かう車両の進入抑制にあたっており、海側を背面に活動を実施していた

もの。 

＜事例８＞救急活動中 

 救急出動途上に、津波情報を入手していた。発生現場から搬送を開始したところ津波による浸

水が生じたため、搬送の継続が困難と判断し車両を放棄した。２名は傷病者と退避しようとし

たところ津波の襲来を受けたが、流されながらも高所に逃れた。 
 １名（機関員）は車両を放棄し退避したところ津波に巻き込まれ被災した。 

＜事例５＞避難誘導中 

 ３名がポンプ車に乗車し、住民の避難誘導を実施中に津波に巻き込まれたもの。 
 車両には車載無線が積載されており、隊長も無線を携帯していた。 
 その他については不明 

職員の被災時における活動等の状況（被災地消防本部ヒアリングより） 
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１ 基本事項 

  これは、津波から消防職員の命を守り、安全を図るためには、職員の身に津波に

よる危険が迫れば、消防活動中であっても「消防職員も退避する。」ということを基

本の考えとするものである。津波発生時の消防活動には限界があるため、消防職員

も一時的に高台等へ退避して安全を図ることにより、消防力を確保することで、津

波後の消防活動の継続を行うためのものであり、更に、消防が避難に関する広報を

行いながら住民の避難誘導を行うというものである。 

 

  また、消防職員の退避の時期については、「津波の到達時間が早いと想定される地

域」や、「津波の到達までに一定の時間がある地域」によって異なる。地震発生から

津波の到達が早いことがあらかじめ想定されている地域については、地域全体での

退避を行う必要があるため、消防活動よりも率先避難を優先した活動を行う場合が

ある一方、津波の到達までに一定時間がある地域では、津波到達予想時刻から退避

の時期を判断する必要がある。 

 

  消防職員は、災害活動のプロとして、火災現場をはじめ多くの災害現場から得た

知見や経験等をもとに、危険な現場にあっても状況に応じた安全管理対策を図り活

動するものである。しかし、消防活動による直接的な防除が困難な津波災害に関し

ては、危険な状況となる前、すなわち津波が到達する前にいかに退避するかが、安

全管理の基本であり、そうすることが、消防力の維持や消防活動の継続を可能とし、

結果として、より多くの住民の生命及び財産を守ることにつながると考えられる。 

 

  更には、津波到達までに一定時間がある場合に津波の浸水想定区域で消防活動を

行うことが想定される場合、消防本部は、地域の実情を綿密に調査したうえで事前

計画を策定し、訓練等により出動・退避に係る移動の迅速化及び限られた時間内に

効果的な活動を行うための能力の向上に努める必要がある。 

 

 

 

 

※浸水想定区域における部隊の活動可能時間 

  消防本部は、地域防災計画、ハザードマップ等から津波の浸水想定区域内の活動

を想定した安全退避場所をあらかじめ指定しておくとともに、部隊等は、安全退避

場所及び緊急時の津波避難ビル等の位置を把握しておくものとする。そのうえで、

地震発生後に災害を覚知した場合、災害発生場所（地点）の確定を行い、津波到達

予想時間を基に出動に要する時間、災害発生場所から最も近い安全退避場所へ退避

（１）消防職員の安全及び消防活動の継続を図るとともに、住民の避難誘導を行うた

め、職員の身に津波による危険が迫れば「消防職員も退避する。」という基本的な

考え方が必要である。 

 

（２）津波の浸水想定区域内の活動については、「活動可能時間」を判断し、その時間

の中で活動する。 
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する時間、さらには地域事情に応じた退避に係る安全（予備）時間を考慮し、部隊

の活動可能時間を判断する。 

  【部隊が活動可能時間を判断する要素】 

① 災害発生場所（地点）までの出動（移動）時間 

② 災害発生場所から直近の安全退避場所への退避（移動）時間 

③ 安全時間（想定外の事案発生も含めて、安全確実に退避するための予備時間。 

例：○○分前退避完了） 

④ 津波到達予想時刻までの時間 

   活動可能時間 ＝ ④ －（①＋②＋③） 
 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 活動可能時間の判断例 ※活動可能時間が終了すれば活動途中でも退避する。 

 
 
 
 

災害の覚知 
 

活動可能時間 
 

現場到着 
 

出動時間 
 

退避開始 
 

退避時間 
 

退避完了 
 

① ② ③ 

安全時間 
 

④ 
津波到達予想時刻 地震発生 

災害の覚知 
 

活動可能時間の算定例 

活動可能時間 
 

現場到着 
 

出動時間 
 

退避開始 
 

退避時間 
 

退避完了 
 

（想定）9:55 に地震が発生し、３分後の 9:58 に気象庁から津波到達予想時刻は 10:55 と発表された。沿岸部を管轄

する消防本部において 10:00 に津波の浸水想定区域での災害を受信し、部隊の出動を判断し、活動可能時間を決定

する。 
なお、当該災害発生場所までの出動時間が１０分、災害発生場所から直近の退避場所までの移動時間が１０分と判

断され、当該本部における安全時間は５分と設定されているものとする。 

① ② ③ 

安全時間 
 

④ 
津波到達予想時刻 地震発生 

10:00 
 

9:55 
 

10:10 
 

10:40 
 

10:50 10 分 
 

30 分 
 

10 分 
 

5 分 
 

10:55 

55 分 
 

算定例 
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消防本部と部隊が連携して、リアルタイムに情報共有が図れる複数の伝達手段の

確保及び情報内容の確認が可能な双方向性をもった伝達手段の確保が必要である。 

地震発生後、消防本部では、常に津波等に関する情報に留意し、あらゆる手段に

より情報を収集するとともに、必要な情報をリアルタイムに部隊等に伝達していく

ことが安全管理上、重要なポイントとなる。 

また、消防本部及び活動している部隊等は、津波警報等の発令や津波到達予想時

刻等について入手したときは、無線による伝達を確実に行うことを基本とし、無線

による伝達ができない場合に備えた代替方法の確保や、高台等安全な場所における

目視により海面の監視等にも配慮する必要がある。そして、情報の伝達にあっては、

他の情報に優先して安全に関する情報を伝達するとともに、その情報が発信先に確

実に受信されたことを相互に確認する必要がある。 

 

２ 活動状況に応じた安全管理 

  （１）消防本部 

ア 消防本部は、津波の浸水想定区域内における出動の要請を受けた場合、その内

容から消防活動の必要性や緊急性、また、津波到達予想時刻等に基づく活動可能

時間等により総合的に判断したうえで、部隊の出動可否について決定する必要が

ある。 

   イ 消防本部は、出動する部隊に対し、津波の浸水想定区域内での活動時間を指示

するとともに、災害発生場所から最も近い安全退避場所等、部隊の安全に関する

情報を伝達するものとする。 

ウ 消防本部は、津波の浸水想定区域内に到着した部隊との無線の通信状態を確認

し、通信状態に支障がある場合は代替方法の使用又は無線の中継を担当する部隊

等を派遣し、情報伝達の確立を図る必要がある。 

エ 消防本部は、保有する消防力に応じて、津波の浸水想定区域内で活動する部隊

にあわせて、活動部隊の状況及び海面を目視できる位置に津波監視のための部隊

（員）等（以下「津波監視部隊等」という。）を出動させ、活動部隊の安全管理を

図る体制を確保する。 

オ 消防本部は、津波の浸水想定区域内で部隊が活動している場合は、部隊の無線

情報、津波に関する気象情報、高所カメラによる映像、関係機関及びマスコミに

よる情報等、あらゆる情報に留意し、部隊に危険が及ぶ場合は即時に安全退避を

指示する。 

カ 気象庁による津波警報の発表が地震発生から３分程度かかることから、沿岸近

くで大きな地震が発生した場合、津波警報が間に合わない場合があることを考慮

し、消防本部は、地震発生から津波到達までの時間が早いと想定されている地域

にある消防署所の退避時期等について計画しておく必要がある。 

また、津波到達予想時刻については、「予報区の中で最も早く津波が到達する地 

点への到達予想時刻及び予報区内にいくつかの代表的な地点（検測所等）への到

（３）「情報伝達体制の強化、確立」を図る。 
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達予想時刻」が発表されていること、「同じ予報区でも数１０分程度以上、場所に

よっては１時間以上の違いがあることがある。」ことや、「津波は第１波が最大と

は限らない。」ことなど、津波に関する職員の知識向上を図るとともに、これらを

踏まえて、各地域の実情等に応じた安全管理対策を検討しておく必要がある。 

キ 消防本部がその機動力を最大限発揮して住民の命を守り、被害を軽減させるた 

めには、人員と車両等の装備が一体となった消防力の確保が必要である。そのた 

め、津波による浸水が想定される消防本部にあっては、津波到達予想時刻から判

断して人員、車両等を高台等の安全な場所に移動させるよう指示し、消防力を確

保したうえで災害対応に備える必要がある。 

   ク 車両を高台等へ移動する場合、住民に対する避難広報を行うものとし、移動後

にあっては、海面の監視をはじめ津波情報等の収集を行うものとする。また、移

動時のルートについては、道路障害等を踏まえた複数ルートを設定する必要があ

る。 

 

  （２）活動部隊 

   ア 津波の浸水想定区域内へ出動する部隊の最高指揮者（以下「指揮者」という。）

は、現場到着した際、災害現場から最も近い安全退避場所、退避ルートについて

確認するとともに、隊員に周知する必要がある。 

   イ 指揮者は、活動中は常に活動可能時間に留意し、活動時間が限界となった場合、

若しくは安全退避の必要が生じたときは時期を失することなく、隊員に活動の中

断と退避行動の開始を指示する必要がある。 

   ウ 活動中の安全管理においては、本部との情報共有が重要であるため、指揮者は

必ず情報を受信できるよう、現場において本部及び津波監視部隊等との通信状態

を確認するとともに、情報連絡要員を指定しておく必要がある。 

   エ 指揮者は、活動中の退避指示を確実に隊員に伝達できるよう、事前に活動範囲

の指定や、サイレン等を活用した退避合図の確認を行う必要がある。 

   オ 指揮者は、退避時に全隊員の確認を行うとともに、安全退避場所に退避完了し

た場合は、消防本部へ報告する必要がある。 

   カ 指揮者は、安全退避場所に退避した後、津波の状況を確認し、安全退避場所の

安全性が確保できないと判断される場合は、早期に他の安全退避場所へ移動する

ものとする。 

   キ 退避完了した部隊は、津波発生状況の確認と津波の第２波等に係る情報の収集

に留意し、安全確認された場合の活動再開又は退避について本部指示を受けるも

のとする。また、活動再開において部隊等の増援の必要があれば消防本部に要請

するものとする。 

 

（３）広報・避難誘導活動 

ア 消防本部は、津波注意報、津波警報等が発表された場合における広報・避難誘 

導活動について、防災行政無線や他の機関による伝達エリア、災害時要援護者等 

が居住される地域等に配慮し、地域の実情に応じてあらかじめ実施ルート及び安 
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全退避ルートについて調査し、計画しておく必要がある。 

   イ 広報・避難誘導活動を実施する部隊等は、事前に実施ルート上における安全退

避場所や津波避難ビル等の確認を行っておくとともに、走行時は常に退避ルート

の渋滞状況等に留意し、できる限り沿岸部での水平的な移動を避けて実施する。 

 

（４）署所内活動等 

ア 消防本部は、署所内で活動する人員数を常に把握しておくとともに、津波到達 

予想時刻等を考慮し、職員の安全退避について指示し、全職員の退避を確認する。 

イ 消防本部から全職員が退避する際には、消防車両等を活用しながら本部機能を 

維持し、情報収集や部隊活動の把握等に支障がないよう留意する必要がある。 

   ウ 地震発生時に署外で活動している消防職員については、活動を中止し、最寄り

の署所等へ移動し、情報収集を行い、安全管理を図るとともに、上司に報告のう

え指示を受ける必要がある。 

 

  ３ 安全管理に関する事前計画の策定 

（１）消防本部は、地域防災計画、ハザードマップ等をもとに、管轄地域における浸

水想定区域等を把握するとともに、浸水想定区域ごとの安全退避場所、安全退避

場所までの距離及び津波避難ビル等の位置や移動時間について検討したうえで、 

浸水想定区域内における災害発生を想定し、津波の浸水想定区域と安全退避場所

等を踏まえた活動計画を策定しておく必要がある。 

（２）消防本部は、事前計画に基づき、訓練等を実施し、行動や時間の確認を行う必

要がある。 

（３）消防本部は、安全管理の万全を期すため、退避に要する時間に対し、地域事情

に応じた安全時間（想定外の事案発生も含めて、安全確実に退避するための予備

時間をいう。）をあらかじめ設定しておくものとする。（例：１０分前退避完了な

ど。ただし、地形条件等により管轄区域内で複数の時間設定も考慮する。） 

（４）地震発生に伴い、職員が署所へ参集する場合は、情報収集手段を携行するとと 

もに、参集ルートは津波の浸水想定区域を避けるものとする。また、浸水想定区

域内署所への参集については、あらかじめ参集場所の指定等に配慮する必要があ

る。 
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○ 地震発生から津波到達が早いと想定される署所の初動活動（退避優先、退避要領等） 

○ 津波の浸水想定区域内にある署所が退避後に一時拠点とする場所の指定○ 署所内の職員

すべてが退避する場合の確認要領、持ち出すべき必要な資機材、装備等 

○ 津波の浸水想定区域内での活動可能時間の判断、退避ルートの確保、退避完了するまでの安

全時間（○○分前の退避完了）の設定 

○ 車両の高台等への移動ルート（複数ルート）の指定及び道路状況等に応じた判断の必要性 

○ 広報・避難誘導の要領、移動ルート及び安全退避場所の指定 

○ 津波の浸水想定区域へ出動する場合の情報伝達手段（複数）及び情報受発信時の確認 

○ 津波の浸水想定区域に近い安全退避場所及び津波避難ビル等の位置の把握 

○ 津波の浸水想定区域内にある署所に勤務する職員の非常招集時の参集場所の指定 

・安全退避場所へ退避後の安全管理の徹底（活動再開時のルール等）  など 
 

事前計画で定めておく事項（例） 
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地震発生 消防部隊等 消防本部

津波警報等の発表

津波到達予想時刻
の発表

津波到達予想時刻

津波到達

○○分前に安全退避場所への退避
完了（報告）

地震発生後における沿岸部消防本部の活動イメージ

・地震発生に伴う対策本部設置
・津波等に関する情報の収集

【津波の浸水想定区域における災
害の受信】
・出動の判断
（事前想定されている津波到達時
間までに活動可能時間がないと
判断される場合は退避が必要）

・災害発生場所の直近にある安
全退避場所の確認、移動時間
の確認

・安全監視部隊の確保
・活動部隊との通信状態の確認
・安全管理に関する情報の発信

【車両退避指示】
・活動していない消防車両等の安
全退避場所へ移動指示

【津波に対する初動措置】
・部隊、職員への情報伝達、機材
等の移動等の実施

【車両退避】
・活動していない部隊は、安全退
避場所へ移動しながら広報・避
難誘導を実施

【広報・避難誘導活動】
・事前計画に基づく広報・避難誘導
等の実施（実施ルート確認）

【災害出動途上・現場到着時】
・災害地点と安全退避場所の確認
・現場での通信状態の確認
・安全退避ルート等の確認
・安全退避実施時の行動の徹底
・安全監視部隊が出動する場合
は、監視位置、通信状態等の
確認

【災害活動】
・退避ルートの確保
・活動地点周囲の津波避難ビル等
の確認

・津波到達予想時刻に基づく活動
可能時間の確認

・隊員への活動可能時間の周知
・現場での通信状態の確認
・情報連絡員の指名
・活動範囲、安全退避実施時の合
図、行動の徹底

・指揮者は現場状況を確認し、活動
の必要性について判断

【安全退避】
・活動可能時間に基づく安全退避
の実施（活動の中断）

・状況に応じた退避判断
・状況に応じて津波避難ビル等への
安全退避場所の変更

・全隊員退避の確認
【安全退避の確認】
・部隊の退避確認
・退避報告がない場合は他の部
隊の派遣等により安全確認

【安全確認及び活動の再開】
・津波発生状況の確認と、津波の
第２波等に係る情報の収集

・安全確認された場合の活動再開
の報告

・状況による部隊増援の要請

【津波到達状況の確認】
・津波到達状況の確認を行うとと
もに、第２波等の情報収集

・津波到達状況等により活動再
開又は撤退の指示

・状況による部隊の増援

地震発生に伴う活動

 地震発生後、津波が到達するまでの時間が早いと想定される地域では安全退避を優先する。
 津波に伴う事前計画の策定を行い、津波発生時における安全管理の徹底のもと活動を行う。
 安全退避場所への退避完了までの安全（予備）時間は、地域事情等に応じて消防本部において事前に決定しておく。

【安全管理ポイント】

・部隊等と本部との情報
共有

・部隊と本部との確実な
情報伝達
（相互応答の確認）

・退避に係る安全（予備）
時間＝想定外の想定

・あらゆる手段を活用し
た情報収集の実施
（ヘリ、高所カメラ、関係
機関、マスコミ等）

・退避完了の確認

・車両退避ルートの確認

・退避ルートの確認

・安全退避場所の確認

・部隊等の出動判断

・情報収集の徹底

津波到達が早いと想定される地域では、津内警報発表前であっても地震の状況により安全退避を優先する。

・安全監視部隊等の配置
位置

・部隊との通信状態の確
認

・状況に応じた退避判断
及び退避指示

・津波到達後の情報収集

・退避開始の徹底

・発災時間（昼間、夜間）
に応じた情報収集体制

・活動再開の可否判断

・複数の情報連絡手段

・退避のための活動の中
断

【津波到達予想時刻の受信】
・津波到達予想時刻の全部隊、
職員への周知

・活動可能時間の判断
・活動部隊の活動状況の把握
・部隊活動の時間把握
・安全退避場所へのルート、移動
時間等の確認

・活動地点周囲の津波避難ビル
等の確認

【安全退避】
・活動可能時間に基づく安全退
避の指示

・安全（予備）時間の確認
・状況に応じた安全退避場所等へ
の部隊誘導
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５ その他の安全管理 

 

  

【地震発生後における津波以外の活動上の安全管理】 
１ 情報共有 

地震発生後においては、災害以外に建物倒壊の危険性をはじめ、危険物の漏洩等

が想定されることから、安全管理上、緊急を要する情報については、時期を失する

ことなく指揮者に報告し、指示を受けるとともに、本部、活動部隊間、隊員等との

情報共有を図る。 

２ 単独行動の禁止 
  地震発生後においては、あらゆる場所において、活動危険が存在するものと考え、

活動にあっては、２名以上の複数での活動に配慮する。 

３ 交通事故の防止 
道路の亀裂・陥没、建物・工作物の倒壊危険等が予想される場所では、徐行運転

の実施や、道路の一時補強、誘導員の配置など状況に応じた事故防止策に努める。 

４ 余震への考慮 
  地震発生後の建物や工作物などは余震による倒壊、ガラスや壁等の落下等が予想

されるため、十分に注意する必要がある。特に、倒壊建物内への進入時や、高所で

の作業時には余震の発生に留意し、強度の確認や転落防止を図るとともに、安全監

視員の配置等、安全管理策を講じ、危険が伴うと判断される現場活動は安全が確保

されるまで活動を中止する。 

５ 活動空間の確保 
  災害状況や活動の内容を考慮し、必要な場合には警戒区域の設定等を行う。 

６ 退路の確保 
  火災現場周辺では、常に退路を考えて消火活動を実施する。 

  特に、風向や建物密集度、危険物施設、ガスの漏洩等には十分注意する。 

７ 安全監視員の配置 
  地震による家屋倒壊、地滑り、がけ崩れ等の現場で活動する場合は、必ず安全監

視員を配置し、危険発生の早期発見と伝達に努めるとともに、事前に退避方法等を

周知したうえで活動する必要がある。 
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第３節 部隊運用方策 
大規模災害発生時における同時多発的な災害に対して、消防本部では人命の安全確保 

と被害の軽減を図ることを活動の主眼として、災害に対する消防活動の効果等を的確に

判断し、限られた部隊を運用することが重要となる。 

  また、各部隊は同時に多数の災害が発生することを認識し、出場した災害に対して自

己の部隊で対処できるよう最大限の活動に努めることが必要である。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
１ 部隊運用に関する計画の状況 

    被災地消防本部のうち、部隊運用に関して事前に計画を策定していた消防本部は

約６７％（２４消防本部）となっている。（図９参照） 

消防本部における平常時の部隊運用は、消防本部が中心となり、災害の発生場所

や状況等から、部隊を計画的に編成して対処している（本部運用）が、地震等の大

規模災害発生時には、同時多発する災害に対応するため、平常時における本部を中

心とした運用から、各署を単位とした運用（署所運用）に切り替え対応する消防本

部が多い。 

また、出動する部隊数については、平常時に比べ地震等の災害時には１災害に対

して２～３隊と規模を縮小して出動させる運用や、１災害１隊出動を原則として運

用している消防本部が多い。 

【部隊運用を切り替える判断要素】 

・災害発生の規模、様相 

・災害、被害の拡大が予測された場合 

・地震の規模が大きかった場合 

・一定地域に災害が集中した場合  など 

【部隊運用の決定（変更）時期】 

地震等の発生時 

津波の発生時 

災害状況の変化時    など 

 
２ 被災地消防本部の部隊運用の状況 

内陸部の消防本部（２１消防本部）では約３３％（７消防本部）で、災害規模等

から部隊の増強が行われたほか、負傷者の広域搬送のために部隊を集中させるなど、

部隊運用の変更が行われた。 

また、内陸部の２１消防本部のうち１４消防本部が平常時の部隊運用で対応が可

 
宮城県気仙沼市鹿折地区における消火活動の状況 
（気仙沼・本吉地域広域行政組合消防本部提供） 

図９ 部隊運用に関する計画の策定状

25



能であった。 

その一方で、沿岸部では津波到達による被害や広範囲にわたる火災、多数の救急

救助事案が発生したこと等から、沿岸部を管轄する消防本部（１５消防本部）の約

８０％（１２消防本部）で、管轄内の内陸部から沿岸地域への部隊の移動配置や集

中配置へと運用の変更を判断している。 

 
３ 大規模な火災への対応 

地震災害時には、住民避難による火災の覚知の遅れ、消防水利の不足、延焼媒体

となるがれきが多いことなどから、延焼面積が大きい火災の発生（広域火災）も懸

念される。地震発生後の火災は、被害を増幅させる要因となることから、火災対応

を優先するとともに、より多くの現場に部隊を出動させるため１火災１～２隊の部

隊とする消防本部が多く、これは、消防隊が実際に災害状況を確認し、対応するだ

けでなく、広い範囲における周辺状況の把握や情報収集においても効果があるとさ

れている。 

東日本大震災においては、市街地広域火災も多く発生しており、建物が津波で破

壊され、流される中で火災となっている場合が多く、延焼にあっては、がれきや道

路上の駐車車両等が媒体となっており、また、複数個所からの出火が延焼によって

一つにつながった場所もあった。消火にあっては、がれきや浸水による消防隊が近

づけない状況が多かったが、消防隊が消火活動できた場所では、道路、水路、線路、

高台の崖等を利用して延焼の阻止が図られている。 

 

【東日本大震災における火災件数：２８６】 
（平成２４年１月１３日消防庁被害報第１４３報より） 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

【東日本大震災の市街地広域火災の特徴】（消防研究センター調査結果から） 

・延焼面積の広い火災現場が多いこと。 
・多県にわたり発生していること。 
・市街地広域火災の合計面積が広いこと。  など 
 

宮城県石巻市での火災（門脇小学校付近） 津波襲来直後に５箇所ら出火し、延焼面積 58,000 ㎡（消防研究センターの調査から） 
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 ４ 被災地消防本部において効果があったとされる資機材等 
   被災地消防本部への調査結果では、消防本部が保有する資機材において、東日本

大震災での活動に効果があったとされる資機材は、救助用資器材全般が挙げられて

おり、中でも次の資器材が効果的に活用されたとのことである。また、情報通信の

途絶や津波情報の周知等から、情報機器も挙げられている。 

 
   効果があったとされる資機材（例） 
   アルミボート、ライフジャケット、衛星電話、個人貸与された受令機など 

  （参考） 

  ・ゴムボートも有効に活用されたが、津波後のがれき等の中での使用においてはア

ルミボートが効果的であった。 

  ・地震、津波後の悪路を走行することから、四輪駆動の車両の走行性が有効であっ

た。 

  ・津波後の浸水域における検索活動において胴長靴の使用が有効であった。 

 
５ 部隊運用方策において留意すべき事項 

    消防本部は、管内の災害発生状況を早期に把握し、災害発生状況に応じて効果的

に部隊運用を図るため、本部運用と署所運用の切替えを判断するとともに、災害の

同時多発時における１災害への部隊出動数を考慮し、被害集中地域がある場合には

管内状況に応じた部隊の移動配置や、大規模火災時の延焼阻止を図るための部隊運

用を事前に計画しておくが必要である。また、地震や津波時には災害覚知の遅れ、

消防水利の不足、がれき等による消防隊の現場到着遅延及び活動障害等が発生する

ことを考慮する必要がある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【事前に計画しておくべき事項（例）】 

○ 本部運用と署所運用の切替えの判断要素と時期 

○ 災害種別ごとに出動させる部隊数 

○ 部隊の増援及び転戦を行う場合の判断基準 

○ 災害集中地域等への部隊の移動配置 

○ 大規模な火災発生時の延焼阻止を図るための部隊運用方策及び延焼阻止線の

設定 

○ 重要地域（避難収容施設等）やその周辺における火災発生時の部隊運用及び飛

び火警戒 

○ 道路啓開等のための重機所有企業等との協定の締結 

○ がれき等により消防隊が現場に接近できない場合における可搬式小型動力ポ 

ンプの活用 

○ 非常用車両等を活用した部隊の増強        など 
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第４章 消防団等との情報共有と連携のあり方 
大規模災害発生時には、情報の収集をはじめ、広報、避難誘導、同時多発する災害への

対応など、関係機関との連携は不可欠であり、最大限の被害軽減を図るには、相互に情報

を共有し、連携活動を図っていく必要がある。特に、消防本部と消防団との連携について

は、消防活動を効果的に行う上で、また、双方の安全管理の上で重要となる。 

 
１ 消防本部と消防団の情報共有例 
・消防本部と消防団が無線の同一周波数を共用していたことや、消防本部に消防団無

線が配置されていたため、相互に情報共有が図れた。また、消防団車両に消防救急

無線の受令機が配備されていたため、消防本部から消防団に情報伝達することがで

きた。 

・現場指揮本部で定時に関係者（市・区長等、警察・消防団の現場責任者）を招集し、

活動方針及び結果を協議しながら、情報共有を図った。 

・消防庁舎内に消防団指揮本部を設置し、情報共有を図った。 

・各市町村役場に設置された「災害対策本部」へ職員を派遣し、情報収集を図った。 

 
 ２ 被災地消防本部における消防団との連携状況 

・市町村の災害対策本部を中心として連携して活動を行った。 

・一部事務組合構成であるため、各市町村の消防団担当部署と連絡調整することによ

り連携を図った。 

・各署から市町村災害対策本部へ職員を派遣し、情報収集や、消防団の活動状況を把

握し、連携を図った。 

・消防本部の職員が、組合を構成する市町村の消防団事務を兼任していることから、

各市町村、消防団と連絡調整が図れた。 

情報

市町村災害対策本部

消防本部

消防団

人員派遣

消防署

単独の消防本部（１市町村に１消防本部）の例

 消防署に消防団本部が設置され、消防署内に
おいて情報共有を図る。

 無線保有している場合は無線により情報共有
を図る。

 無線がない場合は、携帯電話による連絡や、
消防団に受令機がある場合は情報提供が実
施される（双方向での情報共有は困難）。

消防団本部

消防団

消防団

人員派遣

市町村災害対策本部

市町村災害対策本部

消防署

人員派遣

組合等の消防本部（消防本部の管轄する市町村が複数ある）の例

 市町村の災害対策本部に消防署、消防団から人員派遣され情報共
有を図る。（消防職員が組合を構成する市町村の職員を併任してい
る。）

 市町村単位で消防団の装備や体制が異なる場合があることから、そ
れぞれ市町村で異なった手段により情報共有を図る。

消防署

Ａ市

Ｂ市

消防本部と消防団との情報共有

市町村

情報共有

情報

消防団本部

組合消防本部

消防団本部

人員派遣

情報

 

28

907467
タイプライターテキスト

907467
タイプライターテキスト



【消防本部と消防団との連携活動に関する計画とその主な内容】 
 被災地消防本部において消防団との連携活動に関する計画を策定していた消防本部は約

５３％（１９消防本部）であった。（図１０参照） 

（計画の主な内容） 

・消防隊と消防団による火災現場における中継体制の確立 

・消防団による火災現場や、ガス漏れ現場での警戒区域設定 

・消防団による飛び火警戒、残火処理 

・消防団の保有する簡易救助資機材による救助活動及び救護活動 

・避難誘導や水門の閉鎖における活動の分担 

 

          

【連携活動に関する計画がある消防本部の状況】 
・被災地消防本部において消防団との連携に関する計画を策定している消防本部は約５

３％（１９消防本部）であり、そのうち約９４％（１８消防本部）が計画通りの連携活

動が実施できていたとのことであった。 

・消防救急無線、消防団無線による、双方向での連絡体制や、情報伝達の体制が確立され

た地域では、計画通りの活動が実施できていたとしている。 

・計画通りに実施できなかった理由（１本部が回答）としては、消防団車両等の被災があ

げられている。 

【連携活動に関する計画のない消防本部の状況】 
・消防団への連絡手段等がなく、有効な連携が図れなかった。 

・現場における情報共有、連絡調整を緊密に行い連携活動の体制を維持した。 

・連携に関する計画はないが、定期的に実施している訓練等により、おおむね連携体制が

維持できた。 

  

有 19
無 17

n=36
（単位：消防本部数）

【発災翌日の関係機関対応会議の状況】 
（宮古地区広域行政組合消防本部提供）

図１０ 消防団との連携活動に関する計画 
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３ 消防団等との情報共有及び連携のあり方について留意すべき事項 
    
 
 

消防本部と消防団との通信手段の確保及び連絡体制の確立を図るとともに、大規模 

災害時には被害が広範囲に及ぶことが想定されることから、効果的に被害情報の収集 

等を行うためには、活動範囲を分担して対応する必要がある。また、災害の規模や状 

況により、遠距離の中継送水等の連携が必要となることから、事前の連携計画の策定 

計画に基づき、平常時での訓練等によって連携活動の強化を図る必要がある。 

更に、災害対応の拠点となる消防本部や消防署所と消防団による合同の指揮本部を

設置するなど、災害情報の共有と指揮系統の統一を図ることが重要となる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

【連携活動事例１】 

 通信の途絶等から消防団に各担当地域における被害状況の確認を要請、消防団は各担当

地域を巡回し被害状況の把握にあたった。消防団からの情報をもとに管内における被害状

況の集約が短時間で完了した。これによって消防本部では災害対応体制が迅速に整い、県

内応援隊の出動準備態勢の確保が早期に実施された。 

【連携活動事例２】 

 地域防災計画に基づき「消防団は指定された水門の閉鎖」、「消防本部は水門の閉鎖確認」

といった活動内容が明確に分担されていたことにより水門の閉鎖、確認作業に要する時間

が短縮され、避難誘導を行いながら早期に安全な場所へ移動することができた。これらの

活動は警報発令から数分で実施された。 

【連携活動事例３】 

 １１９番通報が途絶したことによる災害覚知の遅れが懸念されたことから、消防団と連

携し避難所や公共施設への駆け付け通報についての巡回広報を行った。また、避難所や詰

所等に待機した消防団員が、防災行政無線や消防団無線を利用して消防本部に連絡したこ

とにより、通報体制が確立でき１１９番通報の代替手段としての災害覚知に有効であっ

た。 

【連携活動事例４】 

 大規模な火災の発生に対し、付近の水利が津波の被害により使用不能であったことか

ら、遠距離送水の必要が生じた。消防隊、消防団連携のもと自然水利から遠距離送水体制

を確保し、遠距離送水かつ長時間の火災防御活動を実施した。

【具体的に取るべき方策（例）】 

○ 災害発生時の消防本部及び消防団本部の合同の指揮本部の設置 

○ 消防本部と消防団との情報連絡手段の整備（複数） 

○ 具体的な活動についての役割分担や連携方法についての事前計画の策定及び

事前計画に基づく訓練の実施 

○ 安全管理及び退避時の連携方法についての事前計画の策定 

○ 消防本部、消防団及び市町村等の関係機関における情報共有の確立 

○ 関係機関への人員派遣及び活動内容等の事前計画の策定 

○ 災害現場における関係機関等との情報共有及び連携活動の確立   など 

30



第５章 長期化活動への対策について 
大規模災害発生時は、被害が甚大かつ広範囲にわたることから、活動が長期化すること

が想定される。東日本大震災においても、被災地の消防本部による活動は長期継続してお

り、職員の食料、飲料水及び燃料確保、また、職員の健康・安全面を考慮した休憩や交替

についても課題となった。 

１ 長期化に備えた計画 

長期化に備えた計画を策定している消防   

本部は約２０％（７消防本部）であり、計 

画の主な内容としては、飲料水及び食料の 

調達及び職員の交替、休憩となっている。 

（図１１参照） 

計画を策定していない消防本部では、市 

町村や管内事業者の協力を得て食料などの 

調達を行ったほか、職員の交替体制を確立  

するのに１０日以上を要した例もあった。 

 

２ 被災地消防本部の対応状況 

（１）飲料水、食糧の確保 

署所等又は職員個人で飲料水及び食糧等を備蓄（３日間程度）していた消防本部 

の他、災害時応援協定に基づき企業等からの提供、各市町村災害対策本部から支援

物資の提供を受け対応した消防本部があった。 

その一方で、署所における食料等の備蓄計画がなかったことから、職員による米、

や野菜、缶詰め等の持ち寄りや、市内の学校給食センター等から炊き出しによる供

給を受けた消防本部もあった。 

 

（２）職員の交替 

いずれの消防本部も発災後の一定期間は、総力を挙げて対応しており、職員の交

替や十分な休憩を取ることはできず、不眠不休での活動を継続した消防本部もあっ

たが、応援隊等の到着等により交替や休憩を行っている。 

実施方法は、消防本部の状況により様々であり、午前・午後に分けた休憩、２交

替制など応急的な勤務計画による対応等が行われた。 

 

（３）消防用車両等の燃料対策状況 

署所で燃料を備蓄していた消防本部は、初期対応を行えたものの、継続的な対応

には困難を要しており、備蓄体制がなかった消防本部とともに、その対応としては 

平常時の契約業者の協力や、事前協定を締結していた給油所、市町村が指定した緊

急自動車専用給油所を使用して対応にあたった。 

しかしながら、一部では協定を結んでいた管内の業者が被災したことや、給油所

近隣の道路寸断により燃料確保は苦労した消防本部が多かった。 

 

４ 長期化対策において留意すべき事項 

 消防本部においては、一定期間の食糧等の備蓄とともに、活動が長期継続した場合

に必要な飲料水や食糧及び燃料等を調達できるよう署所近隣における事業所等との事

前協定や協力体制の確立が重要である。また、活動時間に応じた職員の交替計画や休

 

図１１ 長期化に備えた計画の策定状況
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憩、休憩場所の確保等にも留意する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【具体的に取るべき方策（例）】 

○ 初動期の活動に必要な具体的期間を設定した食糧等の備蓄 

○ 事業所等との連携体制に関する協定（食糧、燃料等の確保） 

○ 建物の倒壊や道路の寸断等を考慮した備蓄物資等の分散的な配置 

 ○ 職員の交替等による健康管理上必要な措置についての事前計画の策定 

 ○ 職員家族の安否確認方法     など 
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第６章 今後の課題 

 東日本大震災を教訓として消防本部の効果的な初動活動について検討を行ってきたもの

であるが、その中でも津波により職員を被災させないための安全管理については、消防本

部の対応や体制だけでなく、地域住民の理解や地域全体の体制整備といったことも重要で

あり、今後、このような課題の解決に向けて取り組んでいく必要があるとされた。 

 

 消防にあっても大規模な地震が発生し、津波の危険がある場合は退避をする場合があ 

ること、津波の浸水想定区域内で出動の要請を受けても津波到達予想時刻等により出動 

できない場合や、活動中であっても安全管理のため活動を中断して退避することがある 

ことなど、消防職員の命を守る必要性について地域住民に周知し、十分な理解を求めて 

いく必要がある。 

 

 大規模災害が発生した場合は、消防等の公的機関の活動のみならず、住民が自らの力 

でできること（自助）や、地域の力でできること（共助）を推進していくとともに、防 

災についての知識、技術の向上等を図るための教育が必要である。 

また、地域住民の実践的な対応力の向上を図るためには、関係機関、事業所、住民等 

が連携し、様々な状況を想定した訓練を実施していく必要がある。 

 

  津波による危険が予想される地域では、住民が避難するための避難路や、津波が発 

生した場合に住民が退避できる場所（津波避難ビルや津波避難タワー等）について地

域全体で整備していくことが必要である。 

 また、津波発生時の避難については、災害時要援護者の避難支援など、住民の安全な

避難方法等について、防災関係機関、自主防災組織、福祉関係者等が防災対応や避難行

動について連携して進めていく必要がある。 

 

 消防は火災における検証や知見を積み上げて安全に関する対策を構築してきているが、 

津波についても同様の仕組みを確立していく必要がある。 
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